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わけです。ハードルが上がったにもかかわら

ず、カーボンニュートラルを目指す国の数が

増えているという状況にあり、この問題に世

界が対処していかなければいけないという方

向性は変わっていなかったということがわか

ります。

　そうした中で、ロシアによるウクライナへ

の侵攻という問題が起きたことにより、さま

ざまな影響が起きたわけです。特に、ロシア

は世界の化石燃料の輸出大国で、欧州のロシ

アからの天然ガスの輸入割合は、2021年段

階で45.3％という状況になっているため、欧

州ではその影響が大変大きく、45.3％をロシ

アからの輸入に頼れないとなると、別のとこ

ろから調達していかなければいけない。そし

て、欧州としてのエネルギー需給バランスを

取るため、カーボンニュートラルに向けて気

候変動対応を進めていくという動きは少しブ

レーキがかかり、どちらかというと、世界は

化石燃料の確保という方に向かうのではない

かとの見方もございました。しかし、蓋を開

けてみたら、例えば 欧州委員会は2022年の

１１．カーボンニュートラルに関する政策
動向

　サーキュラーエコノミーというものがどう

いったもので、これからどうなるかというこ

とをお話しするために、世界の資源エネル

ギーの動きをおさらいして、そこから話を進

めていければと思います。皆さんご存じの通

り、世界の GHG（Green House Gas）排出

量をこれから減らしていかなければいけな

い。特に、COP26で決まった気温上昇に関

する長期目標について、パリ協定発効時から

事実上1.5度に抑えていくという目標を達成

するためには、大変な努力をしていかなけれ

ばいけないという状況にございます。

　パリ協定で決まったのは、２度未満に十分

低く保つということだったのですが、その後、

それでは足りないということで、2021年の

10月から11月に開催されたCOP26で1.5度

に抑えていこうということになりました。そ

のためにルールブックを作って、石炭火力削

減の方針を盛り込むといったことが決まった
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　そうした中で、日本では、2022年の６月に、

脱炭素経営を目指している企業グループとし

ての気候変動イニシアティブが、285団体の

賛同により、今のウクライナ危機を受けた対

応の方向性を公表しています。ロシアによる

ウクライナ侵攻が世界のエネルギー供給を不

安定化させる中で、日本が今取り組むべきは、

省エネ・エネルギー効率化を徹底すること、

世界情勢に左右されない再生可能エネルギー

導入を加速すること、安定供給のため化石燃

料への依存を続ける議論への回避があっては

ならないとのメッセージを出しているわけで

す。

２２．求められる企業の脱炭素経営

　こうしたことを企業が打ち出したのは、気

候変動問題に対処するため企業としての役割

を果たすということはもちろんあるわけです

が、それとともに、今企業に求められている

脱炭素経営を進めていかなければいけないと

いうことです。そのために、化石燃料に依存

した体制では脱炭素経営はできないから、再

生可能エネルギーの普及をはじめ、脱炭素経

営に資する方向に政策の舵を切ってくれとい

うメッセージだと理解できます。

　では、脱炭素経営といっても何をやって

いるかというと、代表的なところで言う

と、企業の気候変動への取り組み、影響に

関する情報を開示する枠組みとして、TCFD

（Taskforce on Climate related Financial 

Disclosure）というものがあります。また、

SBT（Sience Based Targets）は、 企 業 の

５月に、欧州のロシア産化石燃料依存からの

脱却計画（REPowerEU）というものを公表

しているのですが、その中身を見てみますと、

大きく、３つのポイントがあります。１つは

再生可能エネルギー、もう１つは省エネ、そ

してもう１つがエネルギー供給源の多角化と

いうものですが、中でも目を引くのが、再生

可能エネルギーへの移行を加速させていくと

いうことが強く打ち出されていることです。

　特に、欧州の気候変動対策、エネルギー問

題に関する政策として、「Fit for 55」という

ものがあり、ウクライナ危機前は2030年の

再エネ比率目標が40％だったのですが、ウ

クライナ危機を受けて45％に引き上げると

いうことを示しています。また、グリーン水

素については、これから天然ガスに変わって

いくことが大きく望まれており、国内生産量

が1,000万トンということだったのですが、

さらに輸入量も1,000万トンという目標にし

ていくということを掲げています。当然、こ

のエネルギー供給源の多角化という面で、ロ

シア産からの脱却も図っていくのですが、や

はりEUとして大きな柱の１つになっている

のは、エネルギー自給率の向上です。そのた

めの再生可能エネルギーの加速、さらにはグ

リーン水素の普及拡大を図りながら、省エネ

も実現していく。この「Fit for 55」における

2030年の効率化目標について、2020年度比

で９％だったものを13％へと引き上げるこ

とを提案し、エネルギー自給率を上げて、な

んとか海外からのエネルギー供給、資源供給

に依存しない体制を作っていこうというの

が、欧州の目標で政策方針になっております。
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２」は他社から供給された電気、熱、蒸気の

使用に伴う間接排出です。これを見ると、自

社におけるエネルギーの消費はすべからず脱

炭素化しなければいけない。すなわち、再生

可能エネルギーの調達をやっていかなければ

いけないということです。

　そして、「Scope３」は、「Scope１」「Scope

２」以外の間接排出事業者の活動に関連する

他社の排出ということで、例えば上流を見て

みると、原材料の調達、輸送や配送といった

物流面で、通勤も含まれている。さらに、製

品の使用にあたって、その使用がGHGを排

出するようなものではないということです。

それから、製品の廃棄では、廃棄にあたって

温室効果ガスを出すものではなく、対処の内

容まで開示しなければいけないということ

で、かなり広範囲にわたって、自社のみなら

ずサプライチェーン全体で、大がかりなこと

を開示していかなければいけないという状況

です。 

　多くの企業が、こうしたことまで考えてい

かなければいけないということです。ある意

味、新しい領域に企業が取り組んでいかなけ

ればいけない。気候変動対策ということを企

業の経済活動として成り立つような形でやっ

ていかなければいけない。

３３．カーボンニュートラルに向けた
Green Deal

　こうした中で、世界は気候変動問題の対応

のため脱炭素化を進めていくわけですが、特

に、この気候変動問題の動きに対して大き

科学的な中長期の目標設定を促す枠組みで

す。それから、RE100（Renewable Energy 

100）は、企業が事業活動に必要な電力の

100%を再エネで賄うことを目指す枠組みで

す。こうしたものに参加して、自分たち企業

の脱炭素化の取り組みを進めていく。それぞ

れの枠組みの参加国の企業数を見ると、日本

は多くの企業が参加しています。まさに、こ

うした状況が、ウクライナ危機にあっても後

戻りすることなくやっていってほしいという

企業の強いメッセージの表れと取ることがで

きます。

　TCFDとは言っても、企業によって濃淡が

あったというのが、これまでの状況だと思い

ます。しかし、そうは言っていられないよ

うな状況が起きました。特に、このTCFDは

2021年６月に、コーポレートガバナンスコー

ドと、投資家と企業の対話ガイドラインが改

定されたことによって、プライム市場に上場

している企業に対しては、TCFD定義に基づ

く気候変動対策の開示が要請されています。

　TCFDの開示要求内容について簡単におさ

らいしますと、事業者自らの排出だけではな

く、サプライチェーンの上流、下流も含めた

事業活動に関するあらゆる排出を合計した排

出量を示して、対応していかなければならな

い。つまり、原材料の調達、製造、物流、販売、

廃棄、こうした一連の流れの全体から発生す

る温室効果ガスの排出量の削減が求められて

います。この自社周りの燃料の燃焼や電気の

使用を「Scope１、２」と言いますが、「Scope

１」は事業者自らによる温室効果ガスの直接

排出、燃料の燃焼や工業プロセスで、「Scope
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であるということです。資源循環について、

もう少し細かく見てみますと、EUのサーキュ

ラーエコノミーのパッケージでは、資源を違

法に採ったり環境に影響があったりするよう

な採り方をしてはいけないというようなガイ

ダンスを作ってしまうということです。さら

に、生産においても、好き勝手に作るのでは

なく、EUが決めるルールにのっとった耐久

性のあるものにしなさいとか、修理、アップ

グレードをこういう風にできるようなものに

しなさいとか、生産においても、資源循環で

きる欧州流のルールを課すということです。

消費においても、きちんと環境コストを反映

しなさいとか、耐久性・修理・スペアパーツ

の情報を開示しなさいとか、買ったらそこに

そういう情報がきちんとついていて、それが

きちんとワークするといったようなルールが

課せられています。

　消費段階では、偽の環境配慮や計画的陳腐

化への対応などが求められています。さらに、

消費した後に廃棄物を捨てるのではなくて、

きちんと管理させ、それができればそこから

リファービッシュとかリサイクルといった再

資源化に回せるとしています。再生資源の質

について自分たちがきちんと規定するので、

その規定にのっとったものが再生資源として

市場に流通して生産にまた戻っていくという

役割を果たしていく。この中で、どうしても

再資源化できないものに限って焼却すること

にしていますが、焼却は最終手段で、焼却は

決して推薦していません。言ってみれば、全

てのステージにおいて欧州のルールを遵守す

ることによって、欧州としてのビジネスモデ

な影響力を持っている欧州では、サプライ

チェーン全体にわたる対策について欧州グ

リーン・ディールという政策の中で取り組ん

でいくことが示されています。欧州グリー

ン・ディールは、2019年12月に欧州委員会

のウルズラ・フォン・デア・ライエン委員長

が公表したもので、EUとして2050年に温室

効果ガス排出実質ゼロを達成するという目標

を掲げ、再生可能エネルギーの普及、持続可

能なモビリティへの転換、サーキュラーエコ

ノミーの実践など、必要な施策をやっていこ

うというものです。

　日本での気候変動対応というと、エネル

ギーミックスという話になりがちですが、こ

うした欧州の戦略を見ると、欧州グリーン・

ディールでは、エネルギーだけではなく、モ

ビリティ、さらには、サーキュラーエコノミー

という循環経済といった分野も１つの大きな

ターゲットとして入っているということが大

きな特徴だと思います。

　この欧州が進めるサーキュラーエコノミー

について、改めて見直してみますと、これま

での経済モデルを、資源を一直線に、直線方

向に使っていくことによって成り立っていた

経済モデルとすると、サーキュラーコノミー

は資源を採って、それでものを作って消費を

するのですが、消費した後にそれを捨てるの

ではなく、それを管理することによって再資

源化して、また製造に回していくというもの

です。日本で推進している３Rは、どちらか

というと環境対応の話ですが、欧州のサー

キュラーエコノミーは、政策目標としての狙

いが経済政策、環境政策、気候変動問題対策
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が、日本の資源循環体系を概観すると、１番

上の上位法として資源循環法があって、この

中を見ると、廃棄物の発生抑制とか、再利用、

再生利用、熱回収、そして適正処分をしてい

くとされ、リユース、リデュース、リサイク

ルといったようなものが盛り込まれていま

す。その内容を見る限りは、サーキュラーエ

コノミーで言っていることとほぼ同じだと見

られます。しかし、実施法を見ていくと、自

動車、家電、食品といった各リサイクル法に

分けられており、各リサイクル法の中で求め

られている再商品化や再資源化は、法的な文

章では循環利用ができる状態にするという、

準備行為に留まっています。すなわち欧州が

目指しているサーキュラーエコノミーに記さ

れているような、資源循環体系全体において

規制ルールを科して最終的にきちんと再生資

源市場に出回って、製品が生産に戻るという

こところまで出来上がっているものではない

と言えると思います。その根底には、これま

での日本の廃棄物政策が、いかに国土の狭い

日本の中でごみを減らしていくかということ

に重点が置かれていた上に、この資源循環を

乗せてできている法制度の体系になっている

ことがあります。

　2018年におけるEU各国の都市ごみ処理の

方法別の比率を見ると、日本の場合は焼却が

圧倒的に多く、リサイクルでは欧州諸国に比

べて少ないという状況になっています。欧州

ではサーキュラーエコノミーというものが、

政策の方向として示されたため、これからリ

サイクルは増え、焼却は減っていくと見られ

ていますので、日本もそうした動向にキャッ

ルを作って、欧州が認める資源を回していく

というものです。ある意味、今まで欧州が得

意としていた自分たちの経済域内で先進的な

ことを実践して、それをテコに国際的に広げ

ていくという戦略が見えます。

　企業としても、このサーキュラーエコノ

ミーに取り組んでいく必要がある。なぜなら

ば、先ほどの「Scope３」で、原材料のところ

での対処が必要だと申し上げましたが、原材

料のところで対処しないと、企業の脱炭素が

難しいというのがわかっています。アウト

ドアアパレル企業のパタゴニアさんの事例

では、サプライチェーンを含むパタゴニア

の事業全体でカーボニュートラルを目指し、

2025年までに製品における再生可能な天然

素材あるいはリサイクル素材のみを使用する

ということを掲げています。パタゴニアは、

炭素排出の86％が自社で使う原材料とその

サプライチェーンで生じているため、その原

材料の部分でどうやって削減するかというと

ころが１番重要になってきます。原材料をリ

サイクル素材で作ることによって大幅にCO2

を削減ができるということになっています。

当然、ここには製品の寿命の延長ということ

も含まれていますが、企業としてもサーキュ

ラーエコノミーということを念頭に置いてい

かなければいけないということが言えると思

います。

４４．日本での取り組み

　日本の場合、そうしたサーキュラーエコノ

ミーが、できるのでしょうかということです



B3：ロジスティック

ロジスティクス×社会システム研究会

81

制は品目別の６つのリサイクル法（家電、食

品、容器、建築、自動車、小型家電）の中で

リサイクルを義務付けているため、必然的に

細分化されてしまっている一方で、欧州では、

大手のリサイクル事業者が中心になって、あ

らゆる業種の企業、団体、自治体などが、容

器や電子機器、建材、産廃、自動車のごみな

どを持ち寄って、回収、再生処理、販売まで

一貫した体制を作っている。この体制の大き

な違いは、対象となる品目、リサイクルされ

る総量が圧倒的に違うため、欧州のリサイク

ル体制の方が、サーキュラーエコノミービジ

ネスにとって有利だと考えられます。

５５．サーキュラーエコノミーで先行す
る欧州

　日本は日本で独自に対応するという考えも

ありますが、もう、そうは言っていられな

い。なぜならば、2018年の６月にはISOの中

で、フランスが主導して、サーキュラーエコ

ノミーを国際標準化するという動きが出てき

ています。ご存じの通り、WTOの加盟国は

ISOをはじめとする国際標準化機関が作る国

際標準があれば、それにのっとらなければい

けないというルールがあるので、日本でもこ

のサーキュラーエコノミーがルール化される

と、そのルールが適用される。これは極めて

大きな話で、これまで埋蔵資源を多く持って

いる国が資源国とされ国力を持っていたわけ

ですが、サーキュラーエコノミーの流れを考

えていくと、これからはバージン資源を持っ

ている国よりも再生資源を回収、製造、販売

チアップしていく必要があると考えられま

す。

　それでは、社会実装的な視点から見ていく

と、日本で本当にできるのでしょうかという

ことです。日本では企業による再生資源ビジ

ネスの取り組みは欧米に比べて大きく遅れて

います。欧米にはグローバルに大規模に資源

を回収、そして再生、販売を手掛けているメ

ガリサイクラーとも呼べる年間売上規模が大

体2,000億から３兆円規模の巨大企業があり

ます。廃棄物処理事業や上下水道事業を中心

にグローバルに展開していて、例えば欧州メ

ジャーのヴェオリア（フランス）は中国やシ

ンガポールにまで進出して、廃棄物の無害化

処理やリサイクルを行っている。同じくフラ

ンスのスエズや、アメリカではウェイスト・

マネジメントなどの巨大な企業が一手に引き

受けているわけです。これに対してわが国

は、廃棄物処理、リサイクル産業は中小の事

業者が多く、廃棄物回収から選別は各産業の

専門事業者が行っており、サプライチェーン

的には分断されている。大手であっても年間

売り上げ規模は数百億円から1,000億円程度

で、極めて規模が小さい。ご存じの通り廃棄

物処理ビジネスというのは、いかに大量に質

のいい廃棄物を集めて、大量に処理していく

かというところがビジネスの大きな肝になる

ので、そうした観点から見ても、欧米と日本

の規模感の違いが見られるわけです。

　今、言ったお話をもう少し分かりやすく見

ると、リサイクル体制は、日本の品目別リサ

イクル体制、欧州のリサイクル事業者主役型

に分かれると思います。日本のリサイクル体
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拡大の方向にあるので、当然、電気自動車に

車載されている車載電池のリサイクルという

ものも視野に入れられています。例えば、ル

ノーでは、2020年11月に、仏フラン工場の

敷地に車載電池のリサイクルを進める欧州初

のサーキュラーエコノミー専用の工場「Re-

FACTORY」の設立を発表し、2050年カー

ボンニュートラルを達成する欧州目標に向け

て2030年までにカーボンネガティブを目指

すとしています。「Re-FACTORY」計画は、

2021年から2024年の間に段階的に展開する

としています。

　この話をもう少し具体的に見ると、EV製

造のサークルからスタートして、電気をエネ

ルギーにして走行する電気自動車として市場

投入しますが、メンテナンス等をきちっと

やって長寿命化していきます。それとともに、

充電器につながれている電気自動車の蓄電池

はすべからず電力系統の送配電網につながっ

ていることになるので、再生可能エネルギー

の余剰電力が出た場合は、充電器につながっ

ている電気自動車に積極的に充電していく。

それによって、再生可能エネルギーの余剰電

力の問題を解消していく。さらに、再生可能

エネルギーによる発電が気象条件によって下

がった場合は、その下がった分を埋めるべく、

電気自動車に蓄電されている電気を逆潮流と

いう形で電力系統に戻して需要を担ってあ

げるというビークルトゥーグリッド（V2G：

Vehicle to Glid）を新たにやっていくことに

よって、再生可能エネルギーの平準化がはか

れるため、再生可能エネルギーをどんどん入

れても引き取ってもらえる。さらに、再生可

できる国が、本当の意味での資源国になって

くるのではないか。すなわち、資源国の大転

換が起こる可能性があるということですね。

逆に言ってしまえば、環境影響負荷をかけて、

バージン資源を地中から掘り出して売ろうと

しているものに関しては、使用が禁止される

可能性も出てくるというわけです。こうした

流れを汲んで、先進的な企業はサーキュラー

エコノミー構築に取り組んでいます。

　例えばgoogleでは、Supplier Responsibility 

Report 2021という情報開示の中で、サー

キュラーエコノミーへの転換を加速するこ

とを掲げ、製品サプライチェーンにおいて

限りある資源を最大限再利用することを約

束しますとか、2022年までに、全てのMade 

by google製品でリサイクル素材を使用しま

すなどと表明しています。さらには、自社

で、100％リサイクル可能な新しいアルミ合

金の開発に取り組んでいます。こうした世界

の様々な取り組みの中でも特にバッテリーに

おいては、私が見る限り動きはすごく早いと

思っていまして、バッテリーに関する環境リ

サイクル規制がどんどん進み、2020年の12

月には、サーキュラーエコノミーの一環とし

て、EV、蓄電池をはじめ、あらゆる種類のバッ

テリーについて、その製品設計からリサイク

ルに至るライフサイクル全体を規制する改正

案が公表されています。2022年には、バッ

テリーにおける電池および配電池の規制の改

正が合意され、具体的に、EV蓄電池におけ

るリサイクル資源の使用率というものが、決

まってきています。

　電気自動車の普及はまだ波風はありますが
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ものを自分たちの市場に入れられては困るよ

と、だからリサイクル率の低い製品は欧州市

場に入る時には水際で課金をしますよ、もし

くは輸出、輸入禁止にますというようなこと

も言われかねないという、極めて深刻な状況

にあると私は理解をしております。

６６．EV蓄電池の取り組み

　実は日本も早くからEV蓄電池に取り組ん

だわけです。何しろ日本は、ハイブリッド自

動車もそうですけれども、電気自動車では、

日産自動車が大量生産で実用可能なリーフを

世界で初めて市場投入しました。日産自動車

は当初から電池のリサイクルを考えて、会社

も立ち上げて取り組んでいましたが、日本だ

けが電気自動車の販売が進まなかったため遅

れてしまった。対して、欧米は、電気自動車

にシフトしていくということで、ものすごい

勢いで普及を進めていますので、政策のかじ

取りいかんによって、この辺のところは大き

く変わってくるということが言えます。

　それでは、日本に技術がないのかというと、

技術はあります。何しろ、あのハイブリッド

車を日本が初めて開発して、そこには蓄電池

が積まれていたわけですから。それから、ニッ

ケルやコバルトなどを回収する技術も、日本

は持っています。なんとか日本でも活かせる

ような形を進めていかなければいけないわけ

ですが、世界は先を進んでいます。

　デジタル技術等を活用した各国のトレーサ

ビリティの取り組みも始まっています。何

をするかというと、デジタルプロダクトパ

能エネルギーが増えれば増えるほど、電力を

エネルギー源としている電気自動車の使用に

よる CO2削減効果がさらに高まっていくと

いうWin-Winの関係を作っていこうとして

いる。そして、車載用蓄電池としての役目を

終えた後は単純に廃棄するのではなく、蓄電

残存容量が残っているものを定置式の蓄電池

として家庭の蓄電池などに活用し、可能な限

り使い切ったところで回収して、ヴェオリア

や欧州の大手化学メーカーのソルベイなどと

協力し化学的に電池原材料をリサイクルし

て、再び電池を作っていくという流れを作っ

ていくというのが、ルノーがやろうとしてい

ることです。

　これを日本でもやっていかなければいけ

ないわけです。なぜならば、今、炭素国境

調整メカニズム（CBAM：Carbon Border 

Adjustment Mechanism）というものが欧州

で決まって、それが始動される動きにありま

す。要は、欧州域内で脱炭素の取り組みをし

て、コストをかけて製品を作って市場に投入

しているのに、脱炭素のコストをかけないで

製品を作って自分たちの市場に入れたら、競

争が成り立たないため、そうしたものは水際

で課金しますよというルール、炭素国境調整

メカニズムができたわけです。これは資源の

面でも同じようなことが起こることが容易に

想像でき、リサイクル資源を使用しない製品

は貿易の水際で課金されるリサイクル国境調

整メカニズムなどは、近々できるのではない

かと考えています。要は、あなたの作った製

品が全くリサイクル素材を使っていないの

は、CO2排出量が高いでしょう、そうした
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　例えば、アメリカでは、2022年８月に成

立したインフレ削減法では、クリーンビーク

ル（BEV、PHEV、FCV）の購入にあたって

税額補助を受けることができます。それらを

作るための重要鉱物に関しては、米国ある

いは米国のFTA締結国で調達されるか、北

米でリサイクルされることといったルールに

なっていますので、アメリカでクリーンビー

クルを作ろうとすると、アメリカの中でリサ

イクルされた資源を調達しなければいけない

のです。この動きに関連して、パナソニック

エナジーさんが、2021年の11月にプレスリ

リースしました。パナソニックエナジーは、

アメリカのレッドウッドという会社から、リ

サイクル正極材やリサイクル銅箔も調達する

ということを発表しています。まさに、アメ

リカの中でも、リサイクル資源を作って自分

の国の企業に使わせていく。ましてや海外か

ら進出してきた企業にも当然適用されること

になるので、翻って、日本の中でそれが今で

きるでしょうかということです。

７７．GXへの政府支援

　そうしたことに政策的に対処していかな

ければいけないと思うのですが、まさにそ

れは各国が取り組んでいるグリーントラン

スフォーメーション（GX）という政策なのか

と思います。各国は、政府支援を含めて、多

額の資金を投入してやっていく状況にありま

す。

　日本においても、今年の２月にグリーン

トランスフォーメーションの基本方針、GX

スポート（DPP：Digital Product Passport）

というものがあり、製品のライフサイクルに

沿ったトレーサビリティができるというもの

です。そうすることによって資源が循環して、

お墨付きがついていくというわけです。

　こうしたDPPや欧州で検討・導入されて

きた自律分散型の企業間データ連携の仕組み

であるGAIA-XやCatana-Xというような取

り組みが、今世界ではどんどん進められてい

るというわけです。具体的なものが日々実

現してきて社会実装が進んでいくわけです

が、2023年４月に、欧州のコンソーシアム

が「バッテリーパスポート」のガイダンスを

発表しました。バッテリーパスポートは、材

料調達からリサイクルまで、蓄電池のライフ

サイクルに関わる情報を記録するもので、全

ての情報をバッテリーに付随させるというも

のです。このコンソーシアムには、企業や研

究機関などドイツを中心とした11組織が参

加しています。端的に言ってしまえば、バッ

テリーにQRコードをつけて、それをスマホ

で読むと、それが、どういったものかが一目

瞭然で分かる仕組みです。まさにそのサプラ

イチェーン、デジタルパスポート的なもので、

このデジタルルートに乗らないと、製品とし

て価値がなくなってくるというものです。こ

の取り組みには、欧州の大手自動車メーカー

をはじめとして、ユミコアなどの大手メガリ

サイクラーも入っています。こうした形で進

められているため、日本も本腰を入れてやっ

ていかないと、大きく遅れを取ってしまいま

す。さらに、海外事業を展開する上でも、大

変重要になってきます。
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まとめ

　今日の話をまとめてみますと、企業の脱炭

素と競争力向上には、これから、リサイクル

は必須になってくるよと、とにかくウクライ

ナ危機があっても、世界のカーボンニュート

ラルの方向性というのは、どうやら変わる方

向にはないだろうということです。そうした

中においては、サプライチェーンの上流、下

流における脱炭素化は、いかに再生資源を

使っていくか、リサイクルをしていくかとい

うことが焦点になるということです。

　そのために、世界が取り組んでいるのが、

サーキュラーエコノミーです。しかも、リサ

イクルを中心にしていかないと、大量の再生

資源を生み出していくことはなかなか難しい

だろうと思います。そこのところは、根本か

ら、日本の資源循環体系の構築をやり直して

いく必要があるのではないか、ということが

あります。そうしないと、これからビジネス

が成り立たない。例えば、価格が安いけれど

も製品寿命は少し短いか中ぐらいで、しかも、

リサイクル性能は少し低いといったものは、

これからはおそらく市場から淘汰される可能

性が高いと思います。先ほど申し上げた炭素

国境調整メカニズムの例から考えてみても、

十分その可能性は考えられます。これからの

カーポニュートラル時代の企業にとっての経

営戦略のポイントは、価格は高いかもしれな

いけれども、高効率で高寿命、高リサイクル

性能の製品やサービス、そうしたものが企業

競争力の鍵になってくるのではないかと、私

の実現に向けた基本方針が閣議決定されま

した。とにかく、日本もグリーントランス

フォーメーションを進めていこうということ

で、GX移行債というものを創設して、今後

10年間に20兆円規模の先行投資のために債

権を発行していこうとしています。さらには、

今後10年間に150兆円規模の官民の投資を実

現していくというようなことを決めて、今、

進めているところです。20兆円規模、150兆

円規模というものの中身ですが、特に、今後

10年間の官民投資額の全体150兆円の内訳

は、細かく公表されています。それを投資額

順に並べてみますと、向こう10年間のGXに

50兆円を超える投資規模ランキング１位は

自動車産業で、次いで再生可能エネルギー、

住宅・建物にも投資していくとしています。

他にもさまざまな投資分野がありますが、全

て重要な項目で、これらに取り組むことによ

り、それぞれがカーボンニュートラル産業

になっていくと思います。資源循環産業は、

10番目にランクされています。私は、もう

少し投資額を上げた方がよいと思います。な

ぜならば、ご説明してきた通り、これからの

全ての製品は資源循環に乗っ取らなければい

けないのです。

　実際に、サプライチェーンを作らなければ

いけないし、そのためのメガリサイクラー的

な企業を育てていかなければいけないとなる

と大掛かりなわけで、この資源循環産業とい

うものは、もう少し予算をつけた方がいいの

ではないのかというのが、私の意見ではござ

います。
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クスにおいて、企業にとっての下流部分につ

いてはこれまでも色々議論してきました。し

かし、上流部分のところが入ってきた時に、

「Scope３」に取り組んでいる企業の報告書を

見ると、何がどれぐらい入ってきて、それを

どうやって輸送したのかということをまと

め、その輸送量に対するCO2排出量の原単位

を乗じて計算してあるだけで、これだとあま

り意味ないと思うことが多いのです。

平沼）私は、「Scope３」のところで上流の物

流部分について、きちんと計算して、それに

対しての対応策を講じているような欧米の企

業の事例を見ています。しかし、日本では

「Scope３」に取り組み出したばかりです。た

だし、海外でもまだまだ確固たるものはでき

ていないというのが現状だと思います。さら

に、実装面で見ると、まだまだということで

す。逆に言うと、日本が遅れていますが、世

界でもきちんとしたものが出来上がっていな

いため、対応次第でキャッチアップできる可

能性はあると思います。EUではこれからネッ

トゼロになっていくため、ネットゼロのため

のカーボンフットプリントとか外部支援とか

が組み込まれていくということですので、あ

る意味、より厳密になったとも言えます。さ

らに、クレジットに関しても、かなりシビア

になってきています。そんなところを含めた

全体としての取り組みが、今、欧州中心でな

されていて、今まで、カーボンニュートラル

と言っていた企業もネットゼロという方向で

動き出しているのが現状だと思います。

矢野）確かに、ネットゼロの話は、物流企業

でも出てきています。ただ、あくまで企業単

は考えます。まさにこれは企業にとって大変

な時期で、本当に産業の根底を作り直すよう

なものなのですが、日本にとってチャンスで

はないかと思います。

　これまで、日本は資源小国で資源に乏しい

国だと言われてきたわけですが、そうした日

本にとって、脱炭素社会の構築に向けての潮

流というのは、海外の化石燃料ではなく、国

内の再生可能エネルギーが１番重要です。こ

れからは、世界的に重要とされる海外の鉱物

資源ではなく、国内の再生資源の方が価値が

高まるとすると、日本の中には再生エネル

ギー資源のポテンシャルがたくさんありま

す。産業大国で、多くの廃棄物が国内で作ら

れてストックもたくさんあるなど、再生資源

を作る余力がありポテンシャルが高いわけで

す。そうしたものを使えば、さらに日本の経

済を発展させることができるのではないか。

国際競争力をさらに、底上げすることができ

るチャンスではないかと、私は考えておりま

す。

ディスカッション

矢野）今日の話をお聞きしていると、まさ

に、この研究会のテーマであるロジスティク

スと非常に関係があるということがわかりま

した。ロジスティクスの今後の姿を描く時に、

どういう形でロジスティクスがかかわってく

るのか、そしてロジスティクスの重要性がま

すます増すのだろうというようにお聞きしま

した。「Scope３」の話が出てきた時に、どち

らかというとサプライチェーンのロジスティ
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町から出たゴミは町で集めて、町の中で対応

する。この町であれば、このごみは自分の町

のどこでどんな風に出て、どんなものなのか

というものが分かるので、そこでソーティン

グをしてメガリサイクラーに渡して、また、

自分のとこに戻してもらい、資源として売っ

てビジネスにする、ということも可能になっ

てくると考えられます。

矢野）地域単位で考えた時に、そういうこと

ができるということですね。逆に言うと、今

までのグローバリゼーション型のシステムと

なると、世界中から１番安いところから持っ

てくることによって経済を回してきました。

しかし、コロナの影響もあって、グローバリ

ゼーションは今までとは少し違ってきてい

る。これは、今日のお話を聞いていると、グ

ローバリゼーションと言っていたものはなか

なか難しいというか、成立しないし、違った

社会の姿を考えなくてはいけないと思うので

すが、その辺はどうでしょうか。

平沼）まさに私も同じことを考えていまし

て、これから気候変動問題、地球温暖化対策

がきっかけになって変わっていくという動き

を見ていると、まさにそう感じます。その際

の大きな変化は、化石燃料ではなくて再生可

能エネルギーが主力になっていくということ

です。化石燃料はまさにグローバリゼーショ

ンの１つの大きな柱で、産油国からグローバ

ルサプライチェーンで世界各国に供給して経

済を成り立たせていくというものでしたが、

それを再生可能エネルギーに転換していく。

そのカギは、地域に吹く風や照りつける太陽

光を利用するため、地域割りのエネルギーに

位でそれも部分で見ていることが多く、全体

を見たような形のサプライチェーンの話は、

あまり出ていない。

平沼）「Scope３」におけるルールメイキング

と、それによって定量的に計算をしていく動

きは引き続きどんどん進んでいくのだと思い

ます。とともに、実態として、それをサプラ

イチェーン全体で具体的な取り組みをしてい

るという動きも出てきているはずです。その

具体的な動きと、定量的な計算基準的な話が

どこかでクロスオーバーする時が、おそらく

「Scope３」がかなり完成された状況になって

くると思います。現状では、定量的なところ

についてさまざまな方法で計算して苦労され

ていますが、どれを選択するのかという話に

もなってきている状況にあり、具体的にどう

していくかは、これからの「まちづくり」だと

思っています。

　例えば、googleの親会社のアルファベッ

ト傘下のサイドウォーク・ラボが、カナダの

トロントのウォーターフロント地区において

脱炭素と資源循環を実現するスマート・シ

ティ建設を予定していたものの、残念ながら

住民との関係性をうまく構築できなかったた

め、社会的信頼を得ることができず頓挫し

てしまいました。しかし、完成していたら

Scope１、２、３を網羅し、かなり全体をこ

ういう風な形になりますという絵が書けたの

です。おそらく最初にそれを作った国、都市

は、成功モデルになります。

　さらに、先ほど先生がおっしゃられた廃棄

物について、リバースチェーンの話が出まし

たが、リバースチェーンも町単位で捉えると、
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法が定められ、どちらかというと非常に閉じ

ていますが、そこの中で結構質のいいものを

うまく回収するような仕組みで構成されてき

た。ただ、EUなどに比べてそれが限られて

いるため、EUとは違う姿があるのではない

か。

矢野）今の日本では個別のリサイクルに分か

れているのは、どうなのか。これをもっと高

度化して、ターゲットを定めて重要資源を対

象に質を高めて集めていくというやり方にし

ていけば、質を確保するという意味では極め

て有効だと思います。 

平沼）これから、資源循環、再生資源、再生

資源ビジネスで何が重要になってくるかとい

うと、１番は質だと思います。質を確保した

上で、競争力をさらに上げるために量ですね。

質を前提とした量が絶対に重要になるため、

個別リサイクル法を基にして、ターゲットを

定めてこの資源は絶対重要だから漏れなく回

収していく仕組みを作ってあげれば良い。そ

ういう意味では、どうやって日本が再資源化

できる仕組みを作るのか。まさしく今おっ

しゃったように、リバースロジスティクスで、

どうやって質のいいものをある程度効率よく

大量に集める仕組みを作るかということは、

ある意味では日本の国力にものすごく影響す

ると思います。

矢野）今日の発表の最後に見せていただいた

GXの予算では、いくつもの分野が書かれて

いましたが、考え方として、例えば自動車で

いくらつけますよという中にサーキュラーエ

コノミーに対応する費用が盛り込まれていれ

ば良いのです。そうではなく、自動車は自動

なるので、地域由来のエネルギーをどれだけ

その地域で掘り起こせるかということになる

わけです。そうすると、エネルギーは地域単

位になるわけで、地域でやっていくというこ

とになりますが、その地域だけではできない

こともあります。要は、グローバルの形が変

わって、地域主体の経済圏なりエネルギー圏

ができて、地域でできないことをその隣の地

域と連携をしてやっていくというように、ク

ラスター同士が接合していって世界を成り立

たせるようなものが出来上がってくるのでは

ないのかなと思います。まさにエネルギーと

いうものが、地域由来のエネルギーに取って

代わることによって、さらに資源も再生資源

を生み出して使うということになる。廃棄物

が出た場所で、地域単位で集めて、それを処

理するのか、自分たちで処理できない場合は

隣の地域ができるのでそちらに持っていって

やってもらうなどです。まさにエネルギー資

源が、今までのようなグローバリズムではな

く、地域単位をつなぎ合わせたグローバルと

いうような社会に変わるのではないかと見て

います。

矢野）そうですね、そこに物流が入ってくる

と思いますね。まさに、地域をまたいだ地域

間の太いパイプと地域の中を張り巡らせるラ

インという２種類の物流システムができるの

ではないかと思います。その時に、単純に大

量に運ぶというよりは、いかに質のいいもの

をうまく回収するか、その仕組みを含めて、

ロジスティクスは非常に重要ですね。

平沼）そういう意味では、今の日本では、例

えば家電や容器など、製品ごとにリサイクル
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な可能性があると思います。うまくやれば、

本当に世界の主導権を握れると思います。そ

こまで言ったら過言かもしれませんが、それ

ぐらいの勢いがあると思います。

矢野）今日は非常に面白いお話を聞かせてい

ただきました。どうもありがとうございまし

た。

車で別個にするのであれば、そのサーキュ

ラーコーディングが全ての分野に行き渡るよ

うに予算を増やさなければいけない。どちら

なのかが少し見えてこないのです。

平沼）そうですね。これだけ見ると、どちら

かというとメーカーがいかに処理するかとい

うことですね。いろいろな方に補助金を交付

するものの、処理するのは重要ですがその前

に回収をきちんとできないとすれば、その仕

組みを作るというのが、あまり見えない。で

すから、資源循環産業と書いてありました

が、資源循環産業という産業が出来上がるの

ではなく、全ての分野が資源循環産業の機能

を持っていなければ、成り立たないのです。

それを、先ほどおっしゃったように、日本は

どちらかというと個別に作ってきた。全体

を、もっと効率よく、うまく回収できる仕組

みを作るのであれば、その資源循環産業の予

算ではとても無理です。やはり、今までのよ

うなパッチワーク的な政策を見直し、１度き

ちんとしたグランドデザインを作り、これを

成し遂げるためにはどういう風にすればいい

のか、いくら使うのかということを考える必

要があるのではないかと思います。

矢野）今日のお話を聞いていると、いわゆる

サプライチェーン、それからリバースチェー

ンを考えて、いかにサークルチェーン的なも

のをきちんと作るか。その中でロジスティク

スがものすごく重要な役割を果たしており、

そういうグランドデザインに、ロジスティク

スがうまく入り込んでいるか。その辺が非常

に重要だと思います。

平沼）そう考えると、ロジスティクスは大き




